
別紙２（様式1）        研究事業評価調書（平成27年度）      平成27年12月24日作成 

事業区分 経常研究（応用） 研究期間 昭和６１年度～ 評価区分 途中評価 

沿岸漁業開発調査 研究テーマ名 

（副題） （沿岸漁業の振興に必要な調査や漁業技術の開発） 

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 総合水産試験場 漁業資源部海洋資源科 山口功 

＜県総合計画等での位置づけ＞ 

長崎県総合計画 

基本理念：人が輝く、産業が輝く、地域が輝く長崎県づくり 
施策：４．力強く豊かな農林水産業を育てる 
（４）収益性の高い、安定した漁業・養殖業の実現 
（７)基盤技術の向上につながる研究開発の展開 

科学技術振興ビジョン 

施策の方向性： 
２－１．産業の基盤を支える施策 
（２）力強く豊かな農林水産業を育てるための、農林水産物の安定生産と
付加価値向上 

各部局ビジョン 基本目標Ⅱ:収益性の高い、安定した漁業・養殖業の経営体づくり 
基本施策５:収益性の高い漁業生産体制の構築 

１ 研究の概要(100文字) 

本県沿岸漁業の収益性の向上を支援するため、地域漁業にとって重要な定置網漁業の漁場診断などを含む

沿岸漁場の高度利用や、未・低利用資源の活用に関する漁業技術面での課題解決や要望に応える。 

研究項目 

① 定置網漁場の診断 
② 未・低利用資源や漁場の有効活用のための漁業技術の導入、開発、改良 
（五島西方海域のカツオの利用向上、植食性魚類の効率的な漁獲技術開発） 

③ 海底地形情報の収集・提供 
２ 研究の必要性 

１） 社会的・経済的背景及びニーズ 

沿岸漁業は、生産量減少、魚価低迷、燃油高騰により、経営は厳しい状態が続き、就業者数は減少していて

いる。このため、生産性向上のための漁場の有効利用方法や未・低利用資源の開発、操業効率化のための漁

場の海底状況の情報提供等が、沿岸漁業者から求められている。また、知事免許による定置漁業権設定の

際、公的機関（当水試）の漁場診断結果が判断資料の一つとして利用されている。  

２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性 

定置漁場の診断は、知事による定置漁業権設定の資料のひとつとされることから、公的機関（当水試）が行

う必要がある。 

また、長期にわたりサイドスキャンソナー等の機器や調査船を使用した調査を行い、本県沿岸漁業に関する

知見を蓄積している当水試は、生産性向上の各種検討を行うに際して効率的に実施できる。 

３ 効率性（研究項目と内容・方法） 

研究 

項目 
研究内容・方法 活動指標  

Ｈ
25

Ｈ
26

Ｈ 
27 

Ｈ 
28 

Ｈ 
29 

単位 

目標 3 3 3 3 3 
① 

サイドスキャンソナー、魚群探知機を用いた

海底地形調査、潮流計を用いた流況調査等

の結果に基づく漁場診断を行う。 

定置網漁場

診断 実績 3 3    
件/年 

目標 4 4    
②-1 

夏～秋に来遊するカツオを県内漁船で漁獲

する技術の導入、開発を行う。 
操業試験 

実績 2 2    
回/年 

目標  20 20 20 20 
②-2 

磯焼け原因の一つとされる植食性魚類の漁

法開発を行う。 
操業試験 

実績  14    
回/年 

目標 1 1 1 1 1 
③ 

サイドスキャンソナー、魚群探知機の調査に

より、漁場の詳細な海底地形図を作成する。 

海底地形図

作成 実績 0 1    
件/年 



１） 参加研究機関等の役割分担： 

②-2水産総合研究センター・長崎大学 ； 情報交換 

２） 予算 
 

財源 
研究予算 
（千円） 

計 
（千円） 

人件費 
（千円） 研究費 

（千円） 国庫 県債 その他 一財 
全体予算 55,439 39,837 15,602   15,602
25年度 11,695 7,722 3,973   3,973
26年度 11,269 8,067 3,202   3,202
27年度 10,825 8,016 2,809   2,809
28年度 10,825 8,016 2,809   2,809
29年度 10,825 8,016 2,809   2,809

※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案 
※ 人件費は職員人件費の見積額 
 

（研究開発の途中で見直した事項） 

・ 五島西方海域のカツオの漁獲技術開発については、平成26年度から地元漁業者による既存のカツオ一本
釣漁業の導入に向けた実証事業が開始されたため、同年度で終了し、これまでに得た知見を基に側面から

技術支援を行う。 

・ 県内での磯焼け等の藻場の衰退が進む中、磯焼けの発生・持続要因とされる植食性魚類の食圧を効果的
に低減する漁法が求められていることから、平成26年度から植食性魚類の漁法開発を実施。 

４ 有効性 

研究 

項目 
成果指標 目標 実績

Ｈ
25

Ｈ
26

Ｈ
27

Ｈ
28

Ｈ
29

得られる成果の補足説明等 

① 定置漁場診断件数 3件/年 6件 3 3 (3) (3) (3)  

②-1 
五島西方海域のカ

ツオ漁獲技術 
1件 1件 - 1    

カツオ漁法の基礎知見（曳縄漁具の動態、餌
輸送、初期処理による鮮度保持）取得 

②-2 
植食性魚類の効率

的な漁獲技術開発 
1件 0件  - - - (1)

アイゴ、イスズミ類等、植食性魚類を漁獲す
るための技術 

③ 
海底地形図の作

成、報告 
1件/年 1件 0 1 (1) (1) (1) 浅海域、天然礁の海底地形図作成数 

１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性 

①より詳細な漁場調査による、より精度の高い漁場診断を行う。 

②-1本県にない五島西方海域に来遊するカツオを利用する収益性の高い漁業を確立する。 

③-2低利用かつ漁法の知見が少ない植食性魚類の漁法を開発する。 

③浅海域等も含めた詳細な海底地形調査を行い、より精度の高い海底地形図を作成、提供する。 

２）成果の普及 

■研究成果の社会・経済への還元シナリオ 

①定置網敷設位置や方向等を提案する漁場診断結果を、直接漁業者や県に提供する。 
②-1五島の沿岸漁業者が取り組んでいるカツオ一本釣など新たな漁法導入を側面的に支援する。 
②-2植食性魚類の漁獲技術等は、水産業普及指導センター等と連携し、磯焼け対策に取り組む地域への普及
展開を図る。 
③海底地形図は、5 年分を製本し県内漁協等に配布するとともに、普及センターと連携して漁村塾や学習会等
で新規就業者や若手漁業者等の活用促進を図る。また、植食性魚類の駆除に有効な浅海域の地形情報に

ついて、磯焼け対策関係者等に提供する。 

■研究成果による社会・経済への波及効果の見込み 

①定置網について、新規漁場の経営適否診断等による経営リスクの低減、既存漁場の漁具改良などによる生

産性・経営効率性向上が図られている。平成24～26年度調査の10漁場のうち、2漁場が新規創業した。 

②低利用カツオ資源の活用、藻場保全による漁場の高度活用による生産性向上が期待される。 

③漁業者の漁場探索や操業位置決定などの労力低減による操業効率化、収益性向上が期待される。 

（研究開発の途中で見直した事項） 

・ 五島西方海域のカツオの漁獲技術開発については、曳縄・一本釣、鮮度保持等の基礎的な知見が得ら
れ、地元漁業者による一本釣実証事業が開始されたことから、終了。 

 



別紙２（様式2）                       研究評価の概要 

種

類 
自己評価 研究評価委員会 

 

 

途 

 

中 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

（１８年度）  
評価結果  
(総合評価段階：５)  
・必 要 性  
沿岸漁業の現場と密接な関係をもつ調査や研究
であり、必要性は高い。  
・効 率 性  
成果を見据えた具体的なテーマ設定で評価する
が、他県の情報や関係機関の情報を取り入れなが
ら、より効率的に進めて欲しい。定置網の漁場診
断は、診断結果によって現場のその後の成果を把
握しながら今後の調査研究に反映しながら進めて
欲しい。  
・有 効 性  
成果は過去現場で生かされており、また、現在
の研究も有効性が期待できる。過去の具体的な効
果のデータを整理して、今後の計画にさらに生か
すようにして欲しい。  
・総合評価  
燃油高等厳しい漁業環境の中で、沿岸域の漁業
の振興、漁獲の効率化、新しい漁業資源の発掘に
おいて今後も成果を期待する。今後は、成果の状
況も踏まえ、重点化等も検討しながら進めて欲し
い。  

 対応 対応  
・これまで全国会議やブロック会議等を通じた情
報交換を行っているが、より一層他県や関係機
関の情報を収集しながら効率的に取り組む。  
・定置網診断結果に基づく現場のその後の状況把
握について、今後とも適宜実施し、調査研究に
反映さる。  
・今後も過去の結果を整理し、調査計画に反映さ
せる。  
・今後も漁業者のニーズや行政施策上の必要性を
考慮し、重点化を図る。  

 

 

途 

 

中 

（２１年度）  

評価結果  

(総合評価段階： Ａ)  

・必 要 性  

①定置網漁業の生産性向上のための漁場の効率的
活用に向け科学的調査に基づく漁場診断を行う必

要がある。  

②人工魚礁による効果的な漁場造成を行うためには
蝟集魚群量把握手法の開発が必要である。  

③底びき網漁業において漁獲物の商品価値を落とさ
ず、資源を無駄なく利用するためは、本県の漁場条

件や操業実態に適した選別漁具の開発が必要であ

（２１年度）  
評価結果  
(総合評価段階：Ａ)  
・必 要 性  
本事業は漁場診断、魚群量把握、漁具開発など
多岐にわたり、いずれも漁業や行政のニーズが高
い。年々沿岸漁業が厳しくなっている中で、その
技術の開発は必要不可欠で、沿岸漁業の活性化、
地域経済振興にとっても重要度が高い。  
 
 
 



る。  

五島西海域における未利用のトビウオ資源を有

効活用するためには，条件に適した漁業展開のた

めの漁具開発が必要である。  

④未・低利用漁場の有効活用を推進するためには、

漁業活動に必要な詳細な海底地形図などの情報が

必要である。  

 

・効 率 性  

各研究テーマともに、既往知見や他県の情報など

を参考にし、サイドスキャンソナーや水中テレビなど

の機器を使用して、本県海域の漁場条件に適した調

査を実施している。 

 

・有 効 性  

①科学的調査データによる定置網の漁場診断結果
は、漁場設定や漁場見直しのために欠かせない資

料となっている。  

②これまでに数種の魚種について魚探反応や蝟集の
特徴の把握など一定の成果は得られたが、魚群量

把握のための技術開発が困難と判断したことから

休止した。  

③底びき網における分離技術の開発では、ごみと漁
獲物のある程度の分離が可能であるとの結果が得

られた。  

トビウオ漁獲技術の開発によりトビウオ漁業及び

トビウオ加工業における原料の安定確保が期待さ

れる。  

④データベース（海底地形情報）の収集、情報発信に
より、未・低利用漁場の有効活用による生産性向上

が期待される。 

  

・総合評価  

研究は一部の除き、概ね計画どおりに進んでいる

が、③では試作した漁具の評価が必要である。④で

は五島南海域の調査は継続実施が必要である。  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
・効 率 性  
各開発項目は現場でテストを行いながら実施す
る手法であるが、定置網漁業や底びき網漁業など
具体的な研究テーマがあり、これまでほぼ計画に
沿った進捗が認められる。  
 
・有 効 性  
本調査の結果は、現場で有効に利用されている
技術である。定置網などでは生産性の向上が期待
でき、最近水揚げが減少している中で新たに取り
組むトビウオの漁場開発にも期待がもてる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・総合評価  
多岐にわたる研究項目を少ない予算でよくこな
していることは評価できる。しかし、今後実施す
る試作した漁具の評価やデータベース作成に関
し、どの程度の年数がかかるか見通しが示されて
ないため明確にする必要がある。  

 対応 対応 

試作したトビウオ船びき網漁具の評価には１
年，データベース作成には５年程度を要すると考
える。  

 

 

途 

 

中 

（２４年度） 

評価結果 

(総合評価段階： Ａ) 

・必 要 性： Ａ 

①定置網漁場の診断 

定置漁業の免許のために知事が行う漁場計

画策定のための判断資料とされることから、公

的機関（水産試験場）が行う必要がある。 

また、生産向上のため、漁場の効率的活用に

（２４年度） 

評価結果 

(総合評価段階： A) 

・必 要 性 ： A 

 漁場の診断及びデータベース化、新たな漁業技術

の開発は、沿岸漁業のニーズが高く、公的機関が行う

調査･研究としての必要性は高い。 

 

 



向け客観的データに基づく漁場診断を行う必要

がある。 

②定置網用水中灯の開発 

待ちの漁業といわれる定置網の生産向上のた

め、定置網用水中灯の開発が必要である。 

③五島西方海域のカツオの利用向上 

五島西方海域に夏～秋に来遊するカツオにつ

いては県内漁業者による利用が少ない状況とな

っていることから、このカツオ資源の有効利用に

よる収益向上を目指すため、漁獲から水揚げま

での漁獲技術、鮮度保持技術の導入、開発が必

要である。 

④漁場のデータベース（海底地形図）の作成 

漁場の有効活用を推進するためには、漁業活

動に不可欠な、詳細な海底地形の情報が必要で

ある。 

 

・ 効 率 性 ： Ａ 
 水産試験場が所有する調査船・機器類、ネットワー

クを活用することで、効率的な進捗に努めている。 

①定置網漁場の診断および④漁場のデータベース

（海底地形図）の作成 

サイドスキャンソナーなどの機器を使用して、

本県海域の漁場条件に適した調査を実施してい

る。 

②定置網用水中灯の開発 

定置網用水中灯はニチモウ㈱と共同で開発し

た。機器の作成はニチモウ㈱、定置網漁場での

有効性の試験は当水産試験場が行った。 

効率的に開発を進めた成果として、特許出願、

審査請求に至っている。 

③五島西方海域のカツオの利用向上 

既往知見や他県の情報などを参考にし、本県

の漁船規模に合わせた漁獲技術、船上鮮度保持

技術の開発を地元漁業者と連携しながら行う。 

 

・有 効 性： Ａ 

①定置網漁場の診断 

客観的データによる定置網漁場の診断結果

は、漁場計画策定や漁業者の漁場見直しのため

に欠かせない資料となっており、これまでの診

断結果は、有効に活用されている。 

 ②定置網用水中灯の開発 

水中灯を定置網の垣網に取り付けて操業を

行う技術は新たなものであり、定置網漁場へ来

遊した魚群の入網の増加により定置網漁業の

生産向上が期待される。 

 ③五島西方海域のカツオの利用向上 

五島西方海域に夏～秋に来遊するカツオの

有効活用が可能となり県内沿岸漁業者の収益

向上が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・効 率 性 ： S 

 水産試験場が有する調査船、機器類、ネットワーク

などを十分に活用し、調査及び蓄積データの公表を効

率的に進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・有 効 性 ： A 

 漁場の診断や新たな漁業技術開発の結果は、随時

現場の漁業者に情報提供されており、漁業者の生産

性向上につながるものとして期待されている。特に、

他県の大型カツオ船団が操業している五島西沖漁場

に、県内の沿岸漁業者が参入するための新たな漁業

技術導入･開発は大変有効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 



④漁場のデータベース（海底地形図）作成 
詳細な海底地形情報により漁場の有効活用

が図られ、今後の生産向上が期待される。 

 

・総合評価   

本研究・調査は、県内漁業者の収益向上に繋

がるものであり、上記のとおり効率的に進捗して

いる。これまでに得られた知見と合わせ、今年

度から着手するテーマの成果を還元していくこと

で、本県沿岸漁業の振興に資することが可能と

なる。 

 

 

 

 

 

・総合評価 

 沿岸漁業の技術開発は本件の沿岸漁業者の所得向

上のためにも重要な調査･研究であり、今後の更なる

スキルアップに期待したい。成果の移転にも積極的に

取り組んでおり、これまで蓄積した調査データの公表

及びデータベース化していること、特許出願までいた

っている定置網水中灯を開発したことは、成果として

高く評価できる。 

 

 対応 

 

 

対応 

 （２７年度） 

評価結果 

(総合評価段階： Ａ) 

・必 要 性： Ａ 

①定置網漁場の診断 

地域漁業の生産向上を目標とした定置網漁場

活用に際して、創業適否や既存定置網の構造変

更検討の参考情報となるなど、定置網漁場の診

断は定置漁業者の経営判断に欠かせない資料

となっている。 

また、知事が行う定置漁業権設定の資料とさ

れることがあり、公的機関（総合水産試験場）が

行う必要がある。 

②-1五島西方海域のカツオの利用向上 

五島西方海域に夏～秋に来遊するカツオは県

内漁業者による利用が少ない。このカツオ資源を

有効に利用するため、漁獲から水揚げまでの漁

獲技術、鮮度保持技術の開発が必要である。 

なお、平成 26 年度からカツオ一本釣漁業の導

入実証が始まったため、側面的な技術支援に移

行した。 

②-2 植食性魚類の効率的な漁獲技術開発 

磯焼けによりアワビやイセエビなどが減少して

おり、県内各地で藻場回復の取り組みが行われ

ている。 また、特に近年は植食性魚類が主な要

因で磯焼けとなる地域が多いと考えられている。

この植食性魚類は積極的な漁獲が行われておら

ず、これらの食圧低減に繋がる効率的な漁獲技

術が求められている。 

③海底地形情報の収集・提供（海底地形図の作成） 

詳細な海底地形情報は、漁業者自身が行う漁

場選定の労力低減、漁場利活用の参考情報とな

り、今後も詳細な海底地形の情報提供が必要で

ある。 

 

（２７年度） 

評価結果 

(総合評価段階： A ) 

・必 要 性：A 

 漁業就業者支援、操業の効率化、沿岸漁業の活性

化に貢献する必要性の高い調査研究である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



・ 効 率 性 ： Ａ 
 水産試験場が所有する調査船・機器類の活用、水産

業普及指導センター等と連携することで、効率的な進

捗を図っている。 

①定置網漁場の診断および③海底地形情報の収

集・提供（海底地形図の作成） 

 漁業に活用できる海底地形の調査経験、県内

定置網漁場の知見が豊富であり、本県海域の漁

場条件に適した調査を実施しつつ、過去に調査し

た漁場情報も活用し、提供することが可能であ

る。 

 また、地元漁業者等の聞き取りや同行調査によ

り、調査範囲の設定や調査の効率性向上に努め

ている。 

②未・低利用資源や漁場の有効活用のための漁業

技術導入・開発・改良 

水産総合研究センターや他県水産試験研究機

関、大学などとの情報交換により、効果的な試験

実施に努めている。 

また、県内の地域漁業に関する知見、漁具改

良・開発の知見を多く有し、漁法開発、県内の漁

獲実態聞き取りなどの情報収集を、効率的に行

なっている。 

なお、漁法導入実証段階にあるカツオ漁業のト

ータル的な技術開発体制を終了し、植食性魚類

の漁獲技術開発に取り組むなど、技術展開先の

状況やニーズの変化に対応し、内容を見直した。

 

・有 効 性： Ａ 

①定置網漁場の診断 

H24～26調査は10漁場、漁場診断は6件。調

査漁場のうち、新規創業 2 件、新規見合わせ 4

件、既存変更検討など4件であった。 

 ②-1五島西方海域のカツオの利用向上 

基礎知見として、活餌輸送、初期冷却などの

試験結果が得られた。これらの結果を、入手先

が西彼地区に限られる活餌の運搬、五島で安

価なカツオの魚価向上など、導入段階にあるカ

ツオ一本釣における技術的課題の解決に活用

することで、カツオ漁業の普及促進が期待され

る。 

②-2 植食性魚類の効率的な漁獲技術開発 

磯焼け対策としての漁業集落等の自主的な

取り組みへの支援、各種施策における植食性

魚類の食圧低減において漁獲技術の普及展開

が見込まれ、磯焼け対策の効率化が期待され

る。 

③海底地形情報の収集・提供（海底地形図の作成） 
海底地形図は、5 年毎の冊子作成による漁

協・市町村等あて配布、漁村塾に参加した漁業

参入者等へ資料提供している。 

・効 率 性：A 

過去の蓄積された知見（スキャニングソナー等によ

る地形データ等）を効率的に利用している点で評価で

きる。 

 さらなる効率化に向け、現場漁業者からの協力体制

を得ることも必要である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・有 効 性：A 

本事業で得られた成果は、随時現場の漁業者に情

報提供され、定置網等では実際に成果も出ており、有

効性は高い。 

一方、食害魚の漁獲方法については再検討の余地

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



また、植食性魚類の駆除に有益な浅海域の

海底地形情報として海底地形図を提供すること

で、磯焼け対策の効率化が期待される。 

 

・総合評価   

本研究・調査は、県内漁業者の収益向上を目指す

ものであり、上記のとおり効率的に進捗している。こ

れまでに得られた知見も含め、成果を還元していくこ

とで、本県沿岸漁業の振興に資することが可能であ

る。 

 

 

 

 

 

・総合評価：A 

 調査の継続が必要である。息の長い研究であり必

要性を十分に説明していく必要がある。事業の正当な

評価が得られるよう、具体的目標値をあげながら進め

ると良い。また、調査結果をいかに漁業者に普及する

かも重要な要素であり、この点については検討が必

要。 

 

 対応 

 

 

対応 

漁業就業者支援、操業の効率化、沿岸漁業の活性

化に貢献するため、今後も積極的に研究を推進する

とともに、これまで以上に現場漁業者等と緊密に接

し、情報収集や連携・協力の体制構築と成果の効果的

な展開に努める。 

また、具体的な目標値の設定方法についても検討

する。 

 

 

 

事 

 

後 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 対応 

 

対応 



■総合評価の段階 
平成２０年度以降 
（事前評価） 
Ｓ＝積極的に推進すべきである 
Ａ＝概ね妥当である 
Ｂ＝計画の再検討が必要である 
Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 
Ｓ＝計画以上の成果をあげており、継続すべきである 
Ａ＝計画どおり進捗しており、継続することは妥当である 
Ｂ＝研究費の減額も含め、研究計画等の大幅な見直しが必要である 
Ｃ＝研究を中止すべきである 

（事後評価） 
Ｓ＝計画以上の成果をあげた 
Ａ＝概ね計画を達成した 
Ｂ＝一部に成果があった 
Ｃ＝成果が認められなかった 

 
平成１９年度 
（事前評価） 
Ｓ＝着実に実施すべき研究 
Ａ＝問題点を解決し、効果的、効率的な実施が求められる研究 
Ｂ＝研究内容、計画、推進体制等の見直しが求められる研究 
Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 
Ｓ＝計画を上回る実績を上げており、今後も着実な推進が適当である 
Ａ＝計画達成に向け積極的な推進が必要である 
Ｂ＝研究計画等の大幅な見直しが必要である 
Ｃ＝研究費の減額又は停止が適当である 

（事後評価） 
Ｓ＝計画以上の研究の進展があった 
Ａ＝計画どおり研究が進展した 
Ｂ＝計画どおりではなかったが一応の進展があった 
Ｃ＝十分な進展があったとは言い難い 

 
平成１８年度 
（事前評価） 
１：不適当であり採択すべきでない。 
２：大幅な見直しが必要である。 
３：一部見直しが必要である。 
４：概ね適当であり採択してよい。 
５：適当であり是非採択すべきである。 

（途中評価） 
１：全体的な進捗の遅れ、または今後の成果の可能性も無く、中止すべき。 
２：一部を除き、進捗遅れや問題点が多く、大幅な見直しが必要である。 
３：一部の進捗遅れ、または問題点があり、一部見直しが必要である。 
４：概ね計画どおりであり、このまま推進。 
５：計画以上の進捗状況であり、このまま推進。 

（事後評価） 
１：計画時の成果が達成できておらず、今後の発展性も見込めない。 
２：計画時の成果が一部を除き達成できておらず、発展的な課題の検討にあたっては熟慮が必要である。 
３：計画時の成果が一部達成できておらず、発展的な課題の検討については注意が必要である。 
４：概ね計画時の成果が得られており、必要であれば発展的課題の検討も可。 
５：計画時以上の成果が得られており、必要により発展的な課題の推進も可。 

 


